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１ 脱炭素先行地域の傾向

（調査手法）

・第１回及び第２回選定の46脱炭素先行地域について、2023年3月30日時点で

環境省により公表されている資料を基に、その取組や実施体制等の傾向を

整理した。

※集計数値等は速報値です。



第１回で選定された脱炭素先行地域の傾向（再エネ種別）

◼ 再エネ種別では、全地域で太陽光発電の設置提案がされた

※公共施設への設置が多い

※オンサイトPPA提案は、第１回１６、第２回１６の計３２提案

※オフサイトPPAは、第１回１１、第２回４の計１５提案

◼ 太陽光以外の再エネの提案件数は多くない（リードタイムが長いため提案しづらい）
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再エネ種別 等 自治体数 選定地域

太陽光発電
新設２６
既設１７

（新設）全２６地域
（既設）１７地域

風力発電
新設３
既設６

（新設）秋田県、名古屋市、西粟倉町
（既設）石狩市、秋田県、大潟村、横浜市、梼原町、知名町

小水力発電
新設２
既設５

（新設）松本市、静岡市
（既設）さいたま市、邑南町、真庭市、西粟倉町、梼原町

廃棄物発電
新設３
既設７

（新設）さいたま市、川崎市、北九州市
（既設）さいたま市、横浜市、川崎市、名古屋市、尼崎市、米子市、北九州市

木質バイオマス発電
新設５
既設２

（新設）石狩市、佐渡市、真庭市、梼原町、北九州市
（既設）真庭市、西粟倉村

バイオガス発電
（消化ガス発電含む）

新設３
既設２

（新設）鹿追町、秋田県、真庭市
（既設）上士幌町、米子市



第２回で選定された脱炭素先行地域の傾向（再エネ種別）

◼ 第２回も太陽光発電設置が圧倒的。他の再エネ種別は少ない。
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再エネ種別 等 件数 選定地域

太陽光発電
新設２０
既設１８

（新設）全地域
（既設）１８地域

風力発電
新設５
既設０

（新設）奥尻町、宮古市、久慈市、関川村、与那原町
（既設）なし

小水力発電
新設３
既設５

（新設）札幌市、那須塩原市、敦賀市
（既設）札幌市、奥尻町、久慈市、那須塩原市、関川村

廃棄物発電
新設３
既設５

（新設）札幌市、千葉市、敦賀市
（既設）札幌市、宇都宮市、千葉市、岡崎市、山口市

木質バイオマス発電
新設８
既設０

（新設）宮古市、久慈市、上野村、千葉市、関川村、岡崎市、湖南市、京都市

（既設）なし

バイオガス発電
（消化ガス発電含む）

新設１
既設０

（新設）那須塩原市
（既設）無し

地熱発電
新設２
既設１

（新設）奥尻町、関川村
（既設）奥尻町

波力発電
新設１
既設０

（新設）与那原町
（既設）なし



蓄電池・マイクログリッド・水素
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件数 脱炭素先行地域

蓄電池 26 全地域

マイクログリッド、
自営線等 11

石狩市、上士幌町、鹿追町、東松島市、秋田県、大潟村、静岡市、
米原市、尼崎市、梼原町、知名町

水素 8
石狩市、鹿追町、秋田県、川崎市、静岡市、名古屋市、姫路市、北
九州市

◼ 蓄電池は敦賀市以外の全地域で提案。

✓太陽光発電からの電気の有効利用

✓レジリエンス向上

✓系統の接続制約対策用

第１回

第２回

件数 脱炭素先行地域

蓄電池 19 敦賀市以外の全地域

マイクログリッド、
自営線等 11

奥尻町、宮古市、宇都宮市、那須塩原市、上野町、千葉市、関川村、
飯田市、湖南市、加西市、延岡市

水素 5 札幌市、奥尻町、宮古市、敦賀市、与那原町



採択自治体の提案の傾向

１ 都市型自治体

・多数の公共施設での脱炭素事業（主に太陽光発電設置）

✓対象公共施設数：北九州市3600、川崎市1067、さいたま市590

札幌市1394、千葉市752

・公共施設へのオンサイトPPAも多い

・オフサイトPPAも（さいたま市、横浜市）

・廃棄物発電の活用（都市だと廃棄物発電が大規模なため余剰電力がでる）

（横浜市、名古屋市、川崎市、さいたま市 など）

２ 農村型自治体

・ソーラーシェアリング（邑南町、球磨村、関川村、三郷町）

・バイオマス（電気、熱）系（上士幌町、鹿追町、奥尻町、上野村）

・人口が少ない自治体での、地域新電力提案が目立つ

⇒ 中小規模自治体においては、地域に脱炭素の知見を有する

事業者は多くない（又は、いない）ため、

地域新電力をつくり地域脱炭素の担い手とする提案が目立つ
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実施体制：自治体間連携

◼ 連携中枢都市圏での連携、隣接自治体での連携、再エネポテンシャルの大きい
自治体と電力消費の大きい自治体の連携などがある。

〇横浜市×東北等１５市町村〇北九州都市圏域18市町連携

・18市町連携での低コスト型第３者所有モデルでの
PV・EV/蓄電池導入やエネマネによる再エネ有効活用
を予定（脱炭素先行地域に選定）

北九州市資料より

・電力大量需要地である横浜市は、再エネ資源を豊富に
有する東北等の自治体と協定を締結し、再エネの創出・
導入・利用拡大に資する取組等を共に進めている。

横浜市資料より
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実施体制：自治体の連携先（第１回選定：２６地域）
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連携先 自治体数 自治体の連携先

地域金融機関 １１

東松島市（七十七銀行）、秋田県（秋田銀行、北都銀行）、大潟村（秋田銀行、秋田信用
組合）、さいたま市（埼玉りそな銀行、武蔵野銀行）、川崎市（川崎信用金庫、横浜銀
行）、佐渡市（第四北越銀行）、米原市（滋賀銀行）、米子市（山陰合同銀行）、真庭市
（中国銀行）、西粟倉村（中国銀行）、梼原町（高知銀行）

地域大学 ６
東松島市（東北大学）、大潟村（秋田県立大学）、さいたま市（埼玉大学、芝浦工業大
学）、松本市（信州大学）、真庭市（岡山大学）、西粟倉村（岡山大学）、

大手電力会社 ４
石狩市（北海道電力）、さいたま市（東京電力パワーグリッド埼玉総支社）、佐渡市（東
北電力ネットワーク）、姫路市（関西電力）

ガス会社 ３ 上士幌町（北海道ガス）、さいたま市（東京ガス埼玉支店）、佐渡市（佐渡ガス）

◼ 再エネ開発事業等のファイナンスが考慮され、地域金融機関との連携が多い



実施体制：自治体の連携先（第２回選定：２０地域）
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連携先 自治体数 自治体と連携先

地域金融機関 １６

宮古市（東北銀行）、宇都宮市（足利銀行、栃木銀行）、那須塩原市（足利銀行、栃木銀行、那須信
用組合）、上野村（群馬銀行）、小田原市（横浜銀行小田原支店、さがみ信用金庫）、関川村（第四
北越銀行、村上信用金庫）、久慈市（岩手銀行）、敦賀市（福井銀行）、飯田市（飯田信用金庫）、
岡崎市（岡崎信用金庫、碧海信用金庫、名古屋銀行、十六銀行）、湖南市（滋賀銀行）、京都市（京
都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫）、加西市（みなと銀行）、三郷町（大和信用金庫）、山
口市（山口銀行、萩山口信用金庫）、与那原町（沖縄銀行、琉球銀行）

地域大学 ４
札幌市（北海道大学）、宮古市（東北大学）、敦賀市（福井大学）、京都市（龍谷大学、立命館大
学）

大手電力会社 １５

札幌市（北海道電力）、宇都宮市（東京電力パワーグリッド栃木総支社）、那須塩原市（東京電力パ
ワーグリッド栃木北支社）、上野村（東京電力パワーグリッド）、千葉市（東京電力ホールディング
ス、東京電力パワーグリッド、東京電力エナジーパートナー）、小田原市（東京電力パワーグリッド
小田原支社）、関川村（東北電力）、飯田市（中部電力、中電ミライズ、中部電力パワーグリッド）
敦賀市（北陸電力）、岡崎市（中部電力パワーグリッド、中部電力、中部電力ミライズ）、京都市
（関西電力送配電）、加西市（関西電力送配電）、山口市（中国電力ネットワーク）、延岡市（九州
電力送配電）、与那原町（沖縄電力）

ガス会社 ３ 札幌市（北海道ガス）、宇都宮市（東京ガスネットワーク栃木支社）、岡崎市（東邦ガス）

◼ マイクログリッド事業が含まれる場合、大手電力会社の送配電部門が連携先に入ることが多い



実施体制：目立つ地域新電力連携または新設

◼ 地域新電力いると、RE100電気供給、PPA、卒FIT買取、省エネ事業、地域課題解決事業との
同時実施など地域脱炭素手段が大幅に増える。→ 地域脱炭素の担い手形成が目指されている

第１回選定26地域のうち15地域で地域新電力 第２回選定20地域のうち11地域で地域新電力
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２ 先行地域自治体の特徴

（調査手法）

・46脱炭素先行地域の自治体に対し、2022年9月にアンケート調査を実施。

調査票の回収率は80％（46自治体のうち37自治体から回収）。

※集計数値等は速報値です。



どのような自治体が
採択されているか
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脱炭素先行地域の担当部署
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◼「環境系部署」 ：１５自治体
◼「エネルギー・脱炭素系部署」：１２自治体
◼「企画・まちづくり系部署」 ：１０自治体 N＝３７

・自治体の温暖化対策については、伝統的に環境部署が担うことが多い。
・小規模自治体で環境部署がない場合は総務課や企画課が担うことも。
・一方、環境部署が庁内にあるにも関わらず、脱炭素を企画・まちづくり系の
部署が担当するケースも見受けられた。これは、脱炭素がまちづくりや産業振興
等と密接に関係しているためと考えられる。

・また、近年、自治体の部署名に、エネルギー、ゼロカーボン、脱炭素を付けた
専門部署も創設されるようになってきている。



応募の目的
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・再エネにより地域をブランディングし、企業誘致
・電力需要の100％を再エネで供給することを目指す区域
「RE100ゾーン」を設け、RE100企業等の誘致による地域
活性化を目指す。
・既に京セラコミュニケーションシステムが同エリアへの
データセンター建設を決定

石狩市資料より

石狩市：RE100ゾーン

◼ 再エネ推進交付金が圧倒的多数
◼ 地域ブランディング目的も

・世界遺産で国宝の姫路城をゼロカーボンキャッスル
とすることで、観光地としても魅力・ブランド向上
を目指す

姫路城：お城の電気を100%再エネに

写真は姫路市資料より



脱炭素先行地域以外のこれまでの選定・受賞歴
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◼ 選定受賞歴のある自治体が多数。これまでも先進的な取組を続けており、
こうした知見・ノウハウの組織的な蓄積が脱炭素先行地域選定に結びつ
いていると考えられる。



脱炭素に関する定期的な相談先
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◼ 46脱炭素先行地域（第1,2回選定）の自治体にアンケート調査を実施
◼ 自治体の定期的な相談先は平均3.3個所
→ セカンドオピニオンを聞ける体制が構築されている

◼ 近隣自治体との連携がさらに増えることが望ましい

自治体数

（37自治体が回答。複数回答可）



どのような経緯で応募されたか、
誰が担ったか
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応募のきっかけ・具体的な取組事業の決まり方
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◼応募のきっかけは首長からのトップダウン。具体的な取組事
業は自治体職員から。

◼住民から「０」は課題
⇒ 住民を書き込んだ地域脱炭素が望まれる

n=37

※２つの回答をした自治体があるため、回答数合計が38となっている

応募のきっかけ
具体的な取組事業の決まり方



応募の中心となった自治体職員の脱炭素部署在籍年数
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◼ ４年以上が16/36自治体と約半数で、平均在籍年数は3.8年。中には8年、9年、10年の職員も。
→ 脱炭素先行地域の応募には、様々な脱炭素関連の知見・ノウハウ、関係者とのネットワークが必要
であり、一定の脱炭素部署経験を有する職員が中心を担っている

◼ 一方で、７自治体は通算在籍１年の職員が中心。当該職員の所属課を見るとこのうち４自治体が
「エネルギー・脱炭素系部署」に該当。中心となった担当が通算在籍年数１年でも、
専門部署における他の職員等の組織的な脱炭素知見の蓄積が当該職員を支えたのではないかと考えられる。
また、他の３自治体においては、①相談先が多い（６個所）、②地域脱炭素の担い手となる地域事業者が
共同提案者となっているといった特徴があり、自治体に知見・ノウハウが蓄積する体制が出来ていたと
考えられる。

自治体数

中
心
職
員
の
脱
炭
素
部
署
在
籍
年
数

（36自治体が回答。複数回答可）

S市の市長の方針「責任を持って事業を遂行する人材育成」



自ら提案し、採択を獲得できる職員の「在籍年数」
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⚫ 一定の専門性を持ち、役所内外の関係者とネットワーク構築して提案し、
採択を獲得できるような職員は一定の業務経験（在籍年数）が必要

脱炭素先行地域への応募を提案して、
実際に採択されたI氏のコメント

１、２年ではここまでできない、
在籍４年を通じて集大成でできた

◼ 応募の最初の主なきっかけが「自治体職員からの提案」であった９自治体の「中心となった
自治体職員の脱炭素関連部署通算在籍年数」は平均５．６年。７／９自治体が４年以上。

自ら提案し採択を獲得できる職員の在籍年数

自治体数
（N＝９）



ゼロカーボン宣言自治体
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◼ ゼロカーボン宣言自治体は９３４。宣言だけでなく、本気でゼロカーボンを実行
するなら本気の体制構築・人員配置が必要



４６脱炭素先行地域調査から見えてくること

１．地域脱炭素はまちづくり

２．自治体内外のネットワークや
地域の脱炭素の担い手形成が重要

３．職員・組織でのノウハウ蓄積が重要
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